
平成２７年度 石川県立飯田高等学校学校評価計画書  
№ １  

重 点 目 標 具 体 的 取 組 主担当 現     状 評価の観点 実現状況の達成度判断基準 判 定 基 準 備  考 

１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

生徒の多様な進

路希望に応える

学力養成 

① 

 

 

 

 

教員の指導力改善と
生徒の進路意識の向
上を図る。 

各教科 
進路指導課 

授業、土曜スクール、補習など
で習熟度別学習指導を実践し
ている。各層の生徒の進路実
現への支援をさらに充実させ
る必要がある。 
 

【成果指標】 
英数国（７月→１月）の進研
模試において、偏差値６０
以上の層の人数を指標と
する。（学年毎） 
 

各学年で偏差値６０以上の層の人数が
増加した教科数が 
Ａ ３教科 
Ｂ ２教科 
Ｃ １教科 
Ｄ 増加なし 

Ｃ以下の場合
は、各教科の
取組を見直す
。 

 

② 

 

 

 

 

 

難関大入試問題解法
研究や外部模試結果
の分析と対策により教
科指導力を強化し、生
徒の学力向上を図る。 

各教科 
進路指導課 

個別添削による上位者指導を
各学年で行っているが、全国
偏差値６０を超える上位層の育
成が不十分である。生徒に記
述力をつける指導が更に必要
である。 

【成果指標】 
大学合格数を指標とする。
難関大3人、金沢大10人、
国公立大40人を目標とす
る。 

国公立大40人の合格目標値を 
Ａ 達成した 
Ｂ ９割達成した 
Ｃ ８割達成した 
Ｄ ８割未満だった 

Ｃ以下の場合
は取組を見直
す。 

 

③ 

 

 

 

 

自立的学習習慣を定
着させ、進路実現可能
な学力を身につけさ
せる。 

各学年 
進路指導課 

昨年度3月の学習時間調査で
は、各学年の平日平均学習時
間は１年平日74分休日94分、
２年平日137分休日153分であ
った。 

【成果指標】 
学習時間の目標値は学年
プラス１時間をスタンダー
ドとする。（学年毎） 

平日休日の各学年の学習時間が基準
に達した者の割合が、 
Ａ 8割を超えている 
Ｂ 6割を超えている 
Ｃ 4割を超えている 
Ｄ 4割以下である 

Ｃ以下の場合
は学年会、教
科で指導体制
を再検討する
。 

隔月１回、家庭
学習時間の調
査を行う。 

④ 

 

 

 

 

 

幅広い知識と、情報処
理能力を身につけ、公
務員試験に対応できる
力を育成する。 

各教科 
進路指導課 

公務員試験では、一般教養や
適性でバランスよく得点できる
生徒がまだまだ少ない。生徒
の力を的確に把握し、普段の
授業や補習授業の内容を改善
していく必要がある。 

【成果指標】 

公務員模擬試験において
、総合判定でＢランク以上
の生徒の人数を指標とす
る。 

公務員試験直前の模擬試験において
、Ｂランク以上の生徒の割合が 

Ａ ８０%以上     Ｂ ６０%以上 

Ｃ ４０%以上     Ｄ ４０%未満 

 

Ｃ以下の場合
は、進路及び、
各教科で取組
を再検討する
。 

 

⑤ いしかわ探究スキル育

成プロジェクトでの研

究・実践の成果を学校

に還元し教育力を高

める。 

 

各教科 

教務課 

進路指導課 

学力スタンダード策定により、

アクティブラーニング等探究

的な学習活動を取り入れるた

めの、教員の授業スキルの向

上を図る必要がある。 

【成果指標】 

いしかわ探究スキル育成

プロジェクトの研究・実践

成果を教員に還元し、探究

的な学習活動を取り入れ

た授業を普及することがで

きた。 

探究的な学習活動を取り入れた授業を 
ア 複数回実施した 
イ １回実施した 
ウ 実施できなかった 

アイと回答する教員の割合が 
Ａ ９０%以上     Ｂ ７５%以上 
Ｃ ５０%以上     Ｄ ５０%未満 

C以下の場合

は各教科で指

導法を再検討

する。 

年２回（７月、12

月）教員対象ア

ンケートを実施

する。 

 

 



 № ２  

重 点 目 標 具 体 的 取 組 主担当 現     状 評価の観点 実現状況の達成度判断基準 判 定 基 準 備  考 

２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

生徒の多様な

意識や生活習

慣を踏まえた

規範意識の育

成 

①  

 

 

 

 

携帯電話・スマー

トフォンの使用ル

ール遵守と1日の

使用時間を削減

する指導を勧める

。 

生徒指導課 

全職員 

携帯に伴う課題が多く、SNS利用５ヶ

条を知らない生徒もいるので、使用

ルールをきちんと守る習慣を身につ

けさせたい。また、携帯・スマホ使用

が家庭学習時間奪っている現状が

あり、昨年度の１人あたりの1日の使

用時間が５０分となっている。学校全

体で３０分以内を目標にしたい。 

【成果指標】 

①使用ルールの遵守 

自己評価により、達成でき

たかをみる。 

②使用時間 

使用時間の調査から達成

できたかをみる。 

①生徒の自己評価アンケートから日常

的に達成できた割合が 

Ａ ８５％以上   Ｂ ７０％以上 

Ｃ ６０％以上   Ｄ ６０％未満  

②生徒の使用時間調査から１人あたり

の１日平均使用時間が 

Ａ ３０分以内   Ｂ ４０分以内 

Ｃ ５０以内     Ｄ ５０分以上 

 

Ｃ以下の場

合は、指導

を見直す。 

①年３回（７月・

１２月・３月）の

アンケートを実

施する。 

②年5回の調査

を実施する。 

 

②  

 

 

 

 

時間厳守の習慣

の確立を目指し、

「遅刻０運動」を継

続する。 

生徒指導課 

全職員 

継続した取組により年々理由のない

遅刻数が減り、授業時のベル着・ベ

ルスタートも確実に定着している。学

校生活のあらゆる場面で時間をきち

んと守る習慣を更に高いレベルで定

着させたい。 

 

【成果指標】 

生徒の毎週の遅刻集計結

果を生徒玄関に掲示し、

達成状況をみる。 

「遅刻０の日」が年間合計で 

 

Ａ １６０日以上   Ｂ １５０日以上 

Ｃ １４０日以上   Ｄ １４０日未満  

Ｃ以下の場

合は、指導

を見直す。 

生活委員が毎週

末に遅刻集計を

行い、結果を掲

示する。 

③ 

 

 

 

 

【ＩＣＰ】の取り組み

を周知徹底し、毎

日の清掃活動を通

して全校生徒が全

職員と共に、積極

的な環境美化に努

める 

 

厚生課 

全職員 

校舎全区域の清掃活動や整理整頓の

状況を点検すると共に、点数の厳正化

によって、生徒の環境美化に対する意

識が向上した。今年度は採点の厳正

化、カード記入の徹底を促し、さらに

学習環境にふさわしい校内美化の促

進に努めたい。 

【成果指標】 

自己評価（班ごと）により、

達成状況をみる。 

生徒の自己評価アンケート（班ごと）か

ら日常の清掃をしっかりできた割合が 

Ａ ８５％以上   Ｂ ７０％以上 

Ｃ ６０％以上   Ｄ ６０％未満 

Ｃ以下の場

合は、取組

を見直す。 

２週ごとに自己

評価アンケート（

班ごと）を実施

する。 

④ 

 

 

挨拶や服装・交通

マナーなど基本

的な生活習慣の

定着について指

導を徹底する。 

 

 

生徒指導課 

全職員 

 

 

 

朝の挨拶運動や登校時の指導によ

り挨拶ができる生徒の割合は高く、

服装で指導を受ける生徒は、減少し

ているが十分とは言えない。また一

部の生徒で交通マナー、自転車の

二人乗りで指導を受ける生徒がいる

。 

 

【成果指標】 

自己評価により、達成状

況をみる。 

生徒の自己評価アンケートから日常的

に達成できた割合が 

 

Ａ ８５％以上   Ｂ ７０％以上 

Ｃ ６０％以上   Ｄ ６０％未満  

Ｃ以下の場

合は、指導

を見直す。 

年３回（７月・１２

月・３月）アンケ

ートを実施する

。 

 



№ ３ 

 重 点 目 標 具 体 的 取 組 主担当 現     状 評価の観点 実現状況の達成度判断基準 判 定 基 準 備  考 

３ 

 

 

 

 

 

 

普通科、総合

学科それぞれ

の特長を生か

した教育活動

の推進と生徒

のキャリア・ア

ップ 

①  

 

 

 

 

進路希望者及び公務

員希望者の進路実現を

支援する体制を構築す

る。（普通科） 

 

３学年 

普通科  

就職指導 

国公立大学６７名、私立大学 

１６名、短大専門学校９名、公

務員９名の希望者がいる（普

通科）。 

 

学年全体を通して適切

な指導が行われ、その

成果が顕れた。 

年度末進路状況において、 

A進学希望者の90％以上が進路実現

した。 

Ｂ進学希望者の70％以上が進路実現

した。 

C進学希望者の50％以上が進路実現 

した。 

D進学希望者の進路実現が50％未満 

であった。 

公務員希望者の 

Ａ50％以上が進路希望を実現した。 

Ｂ40％以上が進路希望を実現した。 

Ｃ30％以上が進路希望を実現した。 

Ｄ30％に満たなかった。 

Ｃ以下の場合

は指導体制の

見直しを行う。 

 

② 個に応じた進学指導、

公務員指導、就職指導

を充実させる（総合学

科） 

３学年  

総合学科 

就職指導 

四年制大学２名、短大・専門

学校１３名、公務員５名、就職

１６名の希望者がいる（総合学

科） 

学年全体を通して適切

な指導が行われ、その

成果が顕れた。 

年度末進路状況において、 

進学希望者の 

Ａ90％以上が進路希望を実現した。 

Ｂ70％以上が進路希望を実現した。 

Ｃ55％以上が進路希望を実現した。 

Ｄ55％に満たなかった。 

公務員希望者の 

Ａ50％以上が進路希望を実現した。 

Ｂ40％以上が進路希望を実現した。 

Ｃ30％以上が進路希望を実現した。 

Ｄ30％に満たなかった。 

就職希望者が 

Ａ 年内に100％内定を得た。 

Ｂ 1月に100％内定を得た。 

Ｃ 2月に100％内定を得た。 

Ｄ 3月以降にずれ込んでしまった。 

Ｃ以下の場合

は指導方法の

見直しを行う。 

 

 

 



                                                                   № ４ 

 重 点 目 標 具 体 的 取 組 主担当 現     状 評価の観点 実現状況の達成度判断基準 判 定 基 準 備  考 

３ 

 

 

 

 

 

 

 

普通科、総合

学科それぞれ

の特長を生か

した教育活動

の推進と生徒

のキャリア・ア

ップ 

③ 次の検定試験の合格を

目指し、学習意欲を高め

る。 

・情報技術検定 

・基礎製図検定 

・パソコン利用技術検定 

 

 

工業科 昨年度の合格率は全体で 

64.4％だった。 

【成果指標】 

合格率を指標とする。 
各種検定の合格率が 

Ａ ８０％以上    Ｂ ６５％以上 

Ｃ ５０％以上    Ｄ ５０％未満 

※（合格者数）／（受験者数） 

Ｃ以下の場合

は、学習意欲

喚起の方策を

見直す 

合格状況を調

査する。 

④ 

 

 

 

 

国家試験の合格者を増

やす。 

・第２種電気工事士 

・技能検定３級 

（電気機器組立） 

 

 

工業科 第２種電気工事士は、成果が

上がらなかった。 

技能検定３級（電気機器組立）

は合格率は50％だった。 

【成果指標】 

合格率を指標とする。 
国家資格の合格率が全体の 

Ａ ５０％以上    Ｂ ３５％以上 

Ｃ ２０％以上    Ｄ ２０％未満 

※（合格者数）／（受験者数） 

Ｃ以下の場合

は、学習意欲

喚起の方策を

見直す 

合格状況を調

査する。 

⑤ 

 

 

 

 

 

 

学習意欲喚起のための

方策として、各種検定・

資格取得を推進する。 

 

商業科 昨年度の合格率は全体で

54.7%。 

簿記検定   38/100（38.0%） 

情報処理検定 30/101(29.7%) 

珠算・電卓検定

114/143(79.7%) 

ビジネス文書検定  

151/228(66.2%) 

商業経済検定  28/62(45.2%) 

英語検定   9/42(21.4%) 

の結果である。 

 

 

【成果指標】 

１年間での資格取得率

の結果と、生徒の取組

。  

学年及び系列の目標とする各種検定

資格に対する取得率が 

Ａ ８０％以上    Ｂ ６５％以上 

Ｃ ５０％以上    Ｄ ５０％未満 

※（合格者数）／（受験者数） 

 

Ｃ以下の場合

は、学習意欲

喚起の方策を

見直す。 

検定合格状況

を調査する。 

 

 

 

 



№ ５ 

重 点 目 標 具 体 的 取 組 主担当 現     状 評価の観点 実現状況の達成度判断基準 判 定 基 準 備  考 

４ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域に密着

した、地域か

ら信頼される

学校づくりの

推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 

 

 

 

 

本校が実践する教育活

動や学校行事に関する

情報発信を積極的に進

め、本校に対する地域

理解を深める。 

総務課 学校ＨＰや飯高タイムズ等を中

心とした本校の情報発信に対し

てはある程度の肯定評価を頂い

てはいるが、まだまだ十分とは

言えない。 

【成果指標】 

本校の教育活動や学校

行事に関する広報活動

に対する保護者及び地

域代表の評価。 

保護者及び地域代表者に対するアンケ

ートの回答が 

Ａ：広報活動を十分に行っている。 

Ｂ：まあまあ行っている。 

Ｃ：あまり行っていない。 

Ｄ：全く行っていない。 

 

Ｃ以下の場合

は取組を見直

す。 

積極的にマスコミ

を活用した広報

を展開する。 

② 

 

 

 

 

保護者懇談会への参加

を含め、積極的な学校行

事への参加をお願いす

る。 

総務課 

ＰＴＡ係 

文化祭やＰＴＡ総会などの主立

った行事への保護者の参加にも

偏りがあり、保護者の学校に対

する意識に濃淡が認められる。 

【成果指標】 

保護者懇談会への参加

を含めた学校行事への

参加回数。 

会員数396名のうち、保護者懇談会への

参加を含め、学校行事への参加回数が 

３回以上の割合が 

Ａ：80％（317人）以上 

Ｂ：60％（238人）以上 

Ｃ：40％（158人）以上 

Ｄ：40％未満 

 

Ｃ以下の場合

は案内の方法

を見直す。 

 

③ 

 

 

 

 

地元の小学校高学年・中

学校を対象に理科実験

授業を学期に１回行う。 

理科 昨年度は２中学で実施し、理科

に対する興味関心を高め、本校

入学への意欲を高めることがで

きた。今年度は対象を小学校に

まで広げたい。 

 

【成果指標】 

小・中学生の理科に対

する興味・関心を引き出

すことができた。 

 

実験内容に興味を持ち、自ら理解を深

めるための考察や追加実験をしたいと

回答する児童・生徒の割合が 

Ａ：80％以上    Ｂ：70％以上 

Ｃ：60％以上     Ｄ：60％未満 

Ｃ以下の場合

は実施方法を

再考する。 

終了後にアンケ

ートを実施する。 

④ 

 

 

 

 

 

 

地域のさまざまな立場の

方々に講師を依頼し、平

時の授業（地域学Ⅰ、産

業社会と人間など）を共

同して創り上げる。 

総合学科 年に数回、特定の行事の中で、

地域の方に講演を行ってもらう

ことはあるものの、平時の授業

において地域の方々と生徒が

関わり合っていく場面は少ない

。 

【成果指標】 

地域の方々を講師に招

き、授業をおこなった時

間数。 

地域の方々を講師に招き、授業をおこ

なった時間数が、 

Ａ：40時間以上 

Ｂ：30時間以上 

Ｃ：20時間以上 

Ｄ：20時間未満 

 

Ｃ以下の場合

は実施方法を

再考する。 

普通科における

取組の可能性も

考える。 

 


